産業廃棄物・特別管理産業廃棄物最終処分業の　更新　許可申請に係る提出書類
注意事項 ： 下記No.の順番に提出書類にインデックスを付けてください。（受付：　　年　　月　　日　　担当：　　　　　　　）
	No.
	提　出　書　類
	備　　　　　考
	CHECK

	1
	許可申請書
	産業廃棄物処分業（規則様式第八号）
手数料は94,000円分の神戸市収入証紙を持参。

特別管理産業廃棄物処分業（規則様式第十四号）
手数料は95,000円分の神戸市収入証紙を持参。
	

	2
	事業計画の概要
	様式番号第12号、様式番号第12号（別紙）
	

	3
	事務所及び事業所等の位置図・写真
	様式番号第11号
	

	4
	事業場の位置図
	1万分の1程度の土地利用が判る地形図。
	

	5
	事業場の全景写真
	事業場全体を含むもの。
	

	6
	事業場の付近の見取図
	2,500分の1程度のもの。
	

	7
	以下の施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書（能力計算書）

貯留構造物（擁壁、えん堤）、盛土・切土、埋立地内部仕切設備、雨水集排水設備、地下集排水設備、遮水工、浸出水処理設備、発生ガス通気設備、モニタリング設備（発生ガス、地下水）、基準点、埋立区域及び最終仕上げ高さ、防災調整池（洪水調整池）
	左記の施設については要綱構造基準（第4 最終処分場）に適合していることを示す書類も添付すること。

浸出水処理設備については、処理フロー図も添付すること。

施設の変更の場合は、変更部分が分かる図面も添付すること。

廃石綿を埋立処分する場合、その埋立区域、埋立容量（計算書含む）を明示すること。
	

	8
	周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び図面
	
	

	9
	敷地内の以下の施設配置図

処理施設、囲い、門扉、表示板、緑地、搬出入道路及び場内通路、消火設備、洗車設備、駐車設備、管理事務所、搬入管理設備、使用重機等
	左記の各設備については要綱構造基準（第3 産業廃棄物処理施設の共通基準、囲いは第4 最終処分場の1）に適合していることを示す書類も添付すること。
	

	10
	埋立処分の方式、構造及び設備の概要
	様式番号第34号
	

	11
	埋立処分する産業廃棄物及び処分方法
	様式番号第35号
	

	12
	法人の登記事項証明書及び定款又は寄付行為
	発行日より3ヶ月以内のもの。
	

	13
	住民票（本籍地記載、外国人にあっては国籍等記載）、
法人の登記事項証明書（株主・出資者が法人の場合）、
登記されていないことの証明書（後見登記等に関する法律に規定する登記事項証明書）
	法人：役員、政令使用人、株主及び出資者（百分の五以上）
個人：申請者、政令使用人
発行日より3ヶ月以内のもの。
	

	14
	誓約書（欠格要件に該当しない旨の誓約書）
	規則様式第六号の二
	

	15
	従業員名簿
	整理番号第21号
	

	16
	産業廃棄物処分業（特別管理産業廃棄物処分業）の処分課程（新規）講習会の修了証の写し
	産業廃棄物処分業は、処分課程（更新又は新規）のもの（特管でも可。）。

特別管理産業廃棄物処分業は、特管産廃の処分課程（更新又は新規）のもの。修了証の有効期限は５年間。

受講者は業務を行う役員又は事業場の代表者であること。
	

	17
	事業場の代表者である旨の申立書
	別紙12　法人の場合はその代表者若しくは役員、個人の場合はその申請者本人が講習会を受講せず、事業場の代表者が代わって受講した場合（この事業場の代表者の方は政令使用人となります）。
	

	18
	直前3年分の貸借対照表、損益計算書（販売費及び一般管理費内訳書を含む）、株主資本等変動計算書、個別注記表、法人税納税証明書（その1）
	各証明書は、発行日より3ヶ月以内のもの。

法人税は完納していること。
	

	19
	現許可証の写し
	
	

	20
	技術管理者の資格を証する書類
	修了証の写しを添付
	

	21
	土木施工管理技士の資格を証する書類
	合格証明書の写しを添付
	

	22
	3年以上の実務経験を有する役員及び従業員
	左記に該当する者の氏名及び実務経験年数を記載すること。
	

	23
	産業廃棄物・特別管理産業廃棄物管理票の管理方法
	別紙17
	

	24
	維持管理基準を遵守する旨の誓約書
	別紙
	

	25
	その他市長が必要と認める書類
	
	

	
	①現況測量図
	最新のもの。
	

	
	②残余量及び残余年数計算書
	最新のもの。
	

	
	③事業の用に供する土地又は施設の所有権を有することを証する書類。所有権を有しない場合には、土地又は施設を産業廃棄物の処理施設として使用する権原を有することを証する書類
	土地を使用する権原を有することを証する書類には、埋立を行う期間、埋立終了後から市長の確認検査に合格し廃止に至るまでの期間使用を承諾する旨及び廃止前に使用権限を有しなくなった場合の処分場の維持管理に関する事項についての条項が含まれていること。
	


